

























































地球上の陸地の 400 分の 1 の面積しか持たない
日本列島に世界の地震や火山エネルギーの 10 分
の 1 が集中している。ミュンヘン再保険会社の調










































表 1 ─ 1　アジアの自然災害の概要（1975 ─ 2006）
災害数 死者数 被災者数 被害額（単位 : 1.000 米ドル）
アジア 3,290 1,268,062 4,867,836,854 564,699,941
37.49％ 57.21％ 88.87％ 44.44％
世界 8,776 2,216,408 5,477,392,009 1,270,630,884
出典：CRED-EMDAT（ルーベンカトリック大学・ベルギー）、2006 年
アジア防災センター『自然災害データブック 2006』2007 年 3 月
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表 1 ─ 2　アジアの自然災害
発生時期 場所 被災状況
2004/12 スマトラ沖地震／インド洋大津波 死者・行方不明者 22 万人超
2005/10 パキスタン北部大地震 死者・行方不明者 8.7 万人超
2006/5 ジャワ島中部地震 死者・行方不明者 5700 人超






2008/5 ミャンマーのサイクロン「ナルギス」 死者 7.7 万人以上
2008/5 四川大地震 死者・行方不明者 6.9 万人超
2008/6 岩手・宮城内陸地震 260 人超が死傷
出典：日本経済新聞 2008 年 6 月 20 日朝刊
表 1 ─ 3　都市の自然災害リスク指数
都市 災害指数 都市 災害指数 都市 災害指数
東京・横浜 710.0 ニューヨーク 42.0 シカゴ 20.0
サンフランシスコ 167.0 香港 41.0 メキシコシティ 19.0
ロサンゼルス 100.0 ロンドン 30.0 北京 15.0
大阪・神戸・京都 92.0 パリ 25.0
出典：ミュンヘン再保険会社「ナチュラル・ハザード・リスク・インデックス」2004 年
表 1 ─ 4　中央防災会議による自然災害の被害想定
単位：兆円
自然災害 直接被害額 間接被害額 総額
首都直下（東京湾北部）地震 67 45 112
近畿直下（上町断層）地震 61 13 74
東海地震 26 11 37
東南海・南海地震 43 14 57
宮城県沖の地震 1 0.3 1.3
利根川の洪水 34
富士山の噴火 2.5
（阪神・淡路大震災）＊ （9.9） （3.5） （13.4）





















で、外国人持ち株比率は急増し 2008 年 3 月末に


































表 2 ─ 1　上場株式時価総額と売買代金の推移
単位：US $10 億
時価総額 売買代金
取引所 1990 年末 2000 年末 2007 年末 成長率 1990 年 2007 年 成長率
ニューヨーク 2,692 11,535 15,651 581% 1,325 29,910 2,205%
東京 2,929 3,157 4,331 148% 1,288 6,476 503%
ロンドン 850 2,612 3,852 453% 543 10,334 1,903%
EURONEXT NA 2,272 4,223 ― NA 5,640 ―
NASDAQ 311 3,597 4,014 1,292% 452 15,320 3,389%
上海 NA NA 3,694 ― NA 4,070 ―
香港 83 623 2,654 3,198% 35 2,137 6,105%
シンガポール 34 155 539 1,585% 21 382 1,819%











社上位 20 社（2005 年度）はドイツ・スイス・米
国・英国そしてバーミューダ等が占めており（上


















































?????BIS “Triennial Central Bank Survey”
図 2 ─ 1　デリバティブ取引高シェアー比較
出典：土屋陽一　前掲
表 2 ─ 2　再保険取扱高上位の国別社数
再保険専門会社上位 20 社
ドイツ 2、スイス 2、米国 4
英国 1、バーミューダ 7、
フランス 2、韓国 1、豪州 1
再保険ブローカー上位 10 社 英国 6、米国 4
出所：大沢教男・竹貫征雄『再保険』損害保険事業総合研













































円とされている。表 1 ─ 4 のように東海地震では

























ると、掛金は定額であるが料率に直すと表 3 ─ 2
に示すように家計（保険会社）の地震保険並みに
表 2 ─ 3　金融都市のランキング 2007 年
順位 都市名 順位 都市名 順位 都市名
1 ロンドン 5 チューリッヒ 9 シドニー
2 ニューヨーク 6 フランクフルト 10 東京
3 香港 7 ジュネーブ






















る。図 3 ─ 1 に表れていない 2000 年以降の状況は
更に拡大しているものと思われる。また、自然災
害以外のテロや SARS 等のシステマティックリ
表 3 ─ 1　復興制度の財源
災害復興の諸制度 主体 制度の必要財源と現状原資














＊朝日新聞 2007 年 12 月 14 日朝刊
表 3 ─ 2　地震保険の料率と財源
（兵庫県所在の非木造構造の場合）
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表 3 ─ 3　セクター別のリスクファイナンス



















































































図 3 ─ 4　地震専門グループ・キャプティブ






































































図 3 ─ 5　地震見舞金付 CAT ローン



























































スもある。CCRIF は災害発生後 1 ─ 3 か月後の緊



















図 4 ─ 1　国家の財政ニーズ
World	Bank		“CCRIF：Providing	Immediate	Funding	After	Natural	Disasters”	2008/3




事後手当 災害予算執行 予算組替、寄付 借入 増税、　寄付
事前手当 災害積立金 CCRIF 指数保険 伝統的保険
CATローン









図 4 ─ 3　アジア CAT プールの補償スキーム




















































































































































































































みても、新設 12 社のうち 10 社がバーミューダに



















表 4 ─ 1　CAT デリバティブ取引所の状況













CATEX 1996 指数化による再保険スワップ 電子取引によるリスク交換の場
シカゴ商品取引所
CBOT



















































































ボンドの大きな引受け手にもなっている。表 4 ─ 2

























































出し 1 回あたり 1500 億円を積み立てれば 1 年で












表 4 ─ 2　キャット・ボンドの市場規模と投資家
年 1999 年 2004 年 2006 年 2007 年
市場規模（残高） ＄10 億 ＄42 億 ＄86 億 ＄138 億
?????????（再）保険会社 68％ 7％ 7％ 7％
資産運用会社 32％ 42％ 38％ 28％
ヘッジファンド 5％ 17％ 15％ 25％
































































































































表 4 ─ 3　国家戦略としてのインフラ整備
リスクファイナンスのアジアセンター創設
とリスク耐性の強化 国家的戦略としてのインフラ整備等




























































































１）　『保険毎日新聞』2008 年 7 月 17 日の記事より。
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